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概要

• 北海道経済産業局では、道内企業の様々な取組や意見などを参考に、経済産業省の地方における取組と

して全国初となる、民間企業による外部視点での業務効率化に取り組みま

• 北大発スタートアップ企業による伴走支援の下、民間視点・外部視点を取り入れた業務プロセスの改善

を行うとともに、効率化の提案を受け、システム開発を通じた行政ＤＸの推進などを行います。例とし

て、補助金等業務において、プロセスの一部にＲＰＡ※を導入し、これまで職員が行っていた手入力を

なくし、自動化します。

• 補助金等業務におけるＲＰＡ導入では、年間57時間の作業時間削減を図るとともに、ヒューマンエ

ラーの解消を見込むことができます。本取組の推進によって、削減した時間を施策立案や施策展開に充

当し、一層の道内経済活性化に繋げます。

• 人口減少・少子高齢化によって人手不足が大きな課題となる中、業務効率化は、企業にとって持続的成

長の鍵です。当局においても、職員数が減少する一方、次世代半導体産業支援やＧＸ推進をはじめ、北

海道経済を取り巻く課題は山積であることから、自らの業務効率化を図ります。併せて、道内自治体・

中小企業の業務効率化の参考となる事例を創出します。

取組概要

• 北海道経済産業局は、北大発スタートアップ企業と連携し、経済産業省の地方における取組として全国初となる、民

間視点・外部視点を取り入れた業務効率化に取り組みます。

見込まれる
効果

目的・背景

※Robotic Process Automation（ロボティック・プロセス・オートメーション）の略で、業務における定型的な作業をソフトウェアロボットによって自動化する技術。
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北海道経済産業局における業務効率化の必要性

• 人口減少によって人手不足が大きな課題となる中、業務効率化は、企業にとって持続的成長の鍵。

• 国家公務員の職員数も、昭和40年代に80万人を超える水準だった一方、現在は29.3万人にまで減少。

北海道経済産業局においても、約280名だった職員数が約190名まで減少（約32％減）している一方、

次世代半導体産業支援やＧＸ推進などの課題は山積しており、業務効率化が不可欠。

一般職国家公務員数の推移

資料：人事院「令和6年度年次報告書」
（注）一般職国家公務員数は、行政執行法人（平成27年4月1日前は特定独立行政法人）等を除き、各年度末予算定員。

北海道経済産業局職員数の推移

約280人

約190人
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北大発スタートアップとの連携①（取組概要）

• 北海道経済産業局は、北大発スタートアップ企業と連携し、経済産業省の地方における取組として全国

初となる、民間視点・外部視点を取り入れた業務効率化を実施。

• 北大発スタートアップ企業から業務効率化の提案を受け、業務プロセスの改善を行うとともに、システ

ム開発を通じた行政ＤＸの推進などに取り組み、業務効率化を実現。

北大発スタートアップ企業と連携した業務効率化のプロセス

当局と連携する北大発スタートアップ企業

＜日本先進通信株式会社＞
2022年創業の北大発スタートアップ企業。先端通

信技術とソフトウェア開発に強みをもち、現役の北
海道大学大学院生である松浦代表を中心に、ＤＸ推
進や業務改善を通じた持続可能な成長を支援。

➢ 所在地 ：小樽市長橋1丁目17番39号
➢ 代表者 ：代表取締役 松浦 求磨
➢ 業務内容：情報通信、ソフトウェア開発、

  経営効率化支援等

取組期間：2025年12月10日（水）～2026年2月27日（金）

 伴走支援による業務プロセスの整理

 業務効率化の提案

 提案内容を踏まえたシステム開発等の実行

 実行施策の効果検証

①

②

③

④
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北大発スタートアップとの連携（見込まれる効果）

• 本取組によって、行政ＤＸなどによる時間削減効果を期待。

• 具体的には、補助金等業務のＲＰＡ導入により、年間57時間の削減を図るとともに、ヒューマンエ
ラーの解消を見込む。

業務効率化の具体例と見込まれる効果

申請書の情報をＲＰＡ導入によって、自動的に管理表や通知書に反映。これまで職員が行っていた手入力を省略。

ヒューマンエラーの解消

ＲＰＡ導入による業務効率化

その他の効果年間削減作業時間 最大57時間

業務改善対象事業の拡大を通じて効果を最大化

申請書の受理

STEP１

管理表への入力

STEP２

通知書の作成

STEP３

システムでの決裁

STEP４

通知書の送付

STEP５

※補助金等の申請対応業務では、交付申請書を受理した後、当局内システムでの決裁を行い、交付決定通知書を申請者あてに発出する。事業終了後にも、申請者からの報
告書に対し、同様のプロセスが発生するほか、変更申請がある場合にも、同様のプロセスが発生する。

※補助金等の対応件数を100件（うち、変更申請30件）とし、RPA導入による1件あたりの削減時間を15分として試算。

○補助金等申請対応業務のＲＰＡ導入
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業務効率化に関する今後の展開
• 今後、民間活力を活かした取組を促進し、業務改善対象事業を拡大した積極的な行政ＤＸ等を推進する
ことによって、効果の最大化とともに、削減した時間を施策立案や施策展開に充当し、道内経済活性化
に寄与。

• 率先した行政DXの推進等により、道内自治体・中小企業の業務効率化の参考となる事例を創出。

今後の展開（イメージ）

民間活力を活かした取組の推進

削減した時間を施策立案等に充当

業務効率化に関する組織風土の醸成

背
景

➢ 人口減少・少子高齢化を踏
まえた業務効率化の必要性

➢ デジタル技術の進展を踏ま
えた行政ＤＸの重要性

対象拡大による

行政ＤＸ効果
の最大化

北海道経済の活性化
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［参考］国家公務員における業務効率化の必要性①

採用10年未満の退職者数（総合職試験採用職員）国家公務員採用試験申込者数の推移

資料：人事院「人事行政諮問会議 最終提言」
（注）採用後10年未満の退職者には、５年未満、３年未満、１年未満の退職者を含む。

• 国家公務員採用試験の申込者数は、総合職試験・一般職試験いずれも10年前と比較して、約３割も減少。

• また、若年層職員の離職は、増加傾向にあり、総合職試験採用職員について見ると、採用後10年未満の

退職者数は、近年、毎年100人を超え、直近では200人を超えている状況。
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［参考］国家公務員における業務効率化の必要性②

• 国家公務員における業務の見直し・効率化について、「職員全体による効率化を意識した業務の実施」

のニーズは高い一方、実施されている割合との間にはギャップがある。

• 国家公務員の職員数が減少し、人手不足が課題となる中、一層の業務の見直し・効率化が重要。

国家公務員における業務の見直し・効率化のために
必要であると考えるものと職場でのギャップ

資料：内閣府人事局「令和６年度国家公務員の働き方改革職員アンケート」（2024年11～12月）
（注）必要度は必要であると考えるものに当てはまる項目として回答した者の割合（複数選択可）。職場での実施度は各項目につき「十分実施されている」「一定程度実施され

ている」と回答した者の割合。



［参考］企業における業務効率化の必要性①

• 中小企業の人手不足感は、深刻。大半の業種において、コロナ禍以降人手不足感が強まっている。

• 不足している職種として、販売従業者・サービス職業従業者など「現業職」を挙げる事業者が最も多い。

従業員数過不足DIの推移（規模・業種別） 不足している職種（企業規模別）
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［参考］企業における業務効率化の必要性②

• 中小企業が足下で最も重要と考える経営課題は 、規模にかかわらず「人材確保」。

• 特に中規模企業では「省力化・生産性向上」が高い傾向にあり、業務効率化に取り組むことが重要
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資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営
課題と事業活動に関する調査」（2024年11～12月）
（注）「直面している経営課題のうち、まだ取り組んでいな
いが、これから着手する必要があるもの」で最も重要なもの
について聞いたもの。

人材確保 省力化・生産性向上

受注・販売の拡大

事業承継（後継者不在を含む）

価格転嫁 資金繰り改善

その他 特にない

中小企業の経営課題（企業規模別） 


